
 
新潟県司法書士会 話し合いサポートセンター（紛争解決手続の業務及びその実施方法） 

＜本センターを利用する場合の申込方法及び調停の進行について＞ ※ご注意：費用については消費税を含んでおりません 

 

 

 

 

 

 

 

    正式に申込みをする場合 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
        
                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「調停申込書」に必要事項を記入し、本人確認書類、資格証明書等を添付の上、

当センターに送付して下さい。 

【受理】（調停手続の開始） 

事件管理者が相手方に調停申立てがあったことを通知 

事件管理者が相手方へ調停センターの手続について説明 
⇒一般案件の場合、申込人・相手方に事前法律相談を利用するかどうかを確認 

 

事件管理者による第１回期日の日程調整 ⇒ 日程決定 

⇒第１回調停期日実施 

次回（第２回目）続行となった場合 ⇒ 日程調整 

第２回以降調停期日（手続実施手数料の納付後に実施します） 

 

【不受理】申込書等の返還 

【相手方が調停に参加することを承諾】 

【相手方が参加拒否又は出席意思不表明】 

事務長による 受理・不受理の決定  ⇒ 当センターからお知らせします。 

事件管理者が、相手方の調停手続へ参加する意思があるかどうかを確認  

⇒相手方より「回答書」を提出してもらいます。「回答書」の提出がないときは 

事件管理者が電話等により確認します。 

 

 

和解成立 

当事者による終了 

申込人が取下→「取下書」

を提出して下さい。 

相手方が離脱→「離脱書」

を提出して下さい。 

 

 

 

 

 

 

センター長が手続実施者名簿の中から調停人（手続実施者）を選任

します。 

申込手数料及び第 1回期日手数料をお支

払い下さい。お振り込みの場合は振込手

数料をご負担下さい 

支払済の金額を

ご返金します 

 

事件管理者が、事件の概要をお聞きし、当センターの仕組みをご説明します。 

その上で、正式に申込みをされるかどうかご判断下さい。 

当センターのホームページから、もしくは「調停利用希望申込書」に必要事項

を記入の上、当センターに利用希望申込みをして下さい。 

 

 

 

     

  

調停人による終了 

・和解が成立する見込み

がない場合 

・紛争解決の目的が公序

良俗に反する場合 

・紛争の内容が取り扱え

る範囲を超えた場合 

など 一般案件の場合で合意書を作成する場合は
20,000円をお支払い下さい。相続案件の場合
は合意成立手数料をお支払い下さい。 

 

＜ご注意＞当事者の皆様から当センターに手続費用をお振り込み頂く場合、振込

手数料はご負担願います。当センターから当事者の皆様に返金する場合の振込手

数料は不受理の場合を除き当事者の皆様にてご負担願います。 

終了 

期日手数料を 

ご返金します 
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